
更

平 成 17 年 3 月 期 決 算 短 信 (連結) 平成17年5月23日

上場会社名 上場取引所 大証市場第２部

コード番号 ３５７８ 本社所在都道府県 石川県
(URL  http://www.soko.co.jp/ )
代 表 者 役職名 取締役社長 氏名 長髙　昭夫
問合せ先責任者 役職名 常務取締役総務部長 氏名 山村　嘉一 Ｔ Ｅ Ｌ (076)291-3811
決算取締役会開催日 平成17年5月23日

親 会 社 名           ― (コード番号: ― ) 親会社における当社の株式保有比率  ―  ％
米 国会計基準採用の有無 無

１． 17年3月期 の連結業績 (平成16年4月1日～ 平成17年3月31日）
（１）連結経営成績 （金額は百万円未満を切捨て表示しております｡）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
17年3月期 9,347 (△1.8) 289 (90.3) 398 (57.2)
16年3月期 9,522 (△7.9) 152 (△57.5) 253 (△46.6)

当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円・銭 円・銭 ％ ％ ％
17年3月期 171 (12.7) 16.99 ( - ) 4.9 4.9 4.3
16年3月期 152 (20.0) 15.07 ( - ) 4.5 3.0 2.7
(注)① 持分法投資損益 17年3月期 △0百万円 16年3月期 △ 8 百万円
   ② 期中平均株式数(連結) 17年3月期 10,108,096 株、 16年3月期 10,111,565 株
   ③ 会計処理の方法の変 有
   ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率
（２）連結財政状態

総    資    産 株  主  資  本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円・銭
17年3月期 8,291 3,512 42.4 347.66
16年3月期 8,106 3,507 43.3 346.93
(注)期末発行済株式数(連結) 17年3月期 10,104,277 株、 16年3月期 10,110,369 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による
ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

投資活動による
ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

財務活動による
ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
17年3月期 589 △ 682 166 709
16年3月期 484 △ 413 △ 195 636

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 4 社、 持分法適用非連結子会社数 0 社、持分法適用関連会社数 1 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
 連結(新規) 0 社、 (除外) 0 社、 持分法(新規) 0 社、 (除外) 0 社

２． 18年3月期 の連結業績予想 (平成17年4月1日～ 平成18年3月31日）
売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中　間　期 4,900 300 150

通　　　期 9,450 400 200

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) １９円７６銭

※ 上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれております。上記予想と

実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生する可能性があります。

なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連6ページを参照して下さい。

－ 連１－



（１）企業集団の状況

当社の企業集団は当社を中核として連結子会社4社で構成されており、事業の系統図は
次のとおりであります。

得　　　意　　　先
生機

製品出荷 入庫
連結子会社

㈱ソーコ流通サービス

包装梱包業 物　流　業

包装梱包業務委託 生機搬入 保管業務委託

染色加工業
製品販売

製品販売 機器販売

当　　　　　　　社
販売 外注 委託加工 外注加工

連結子会社 連結子会社 連結子会社
㈱サンエス ㈱ソーコゴーセン コーコク機械㈱
繊維製品販売･内装業 染色加工業 機械製造・修理

－連２－



（ 2） 経  営  方  針  
 

１ ． 経 営 の 基 本 方 針  

   当 企 業 グ ル ー プ は 長 年 に わ た っ て 培 わ れ た 、染 色 加 工 及 び そ の 周

辺 技 術 を ベ ー ス に し て 、 さ ら な る 技 術 の 発 展 と 、 よ り 優 れ た 商 品 の

提 供 に よ っ て 社 会 に 貢 献 す る こ と を 、 経 営 の 理 念 と い た し て お り ま

す 。こ の 理 念 の 実 行 に よ っ て 、堅 実 か つ 安 定 し た 経 営 基 盤 を 構 築 し 、

顧 客 と 社 会 に 信 頼 さ れ 、 株 主 の 期 待 に 応 え う る 企 業 を 目 指 し て お り

ま す 。  

 

２ ． 利 益 配 分 に 関 す る 基 本 方 針  

当 企 業 グ ル ー プ は 株 主 各 位 に 対 す る 利 益 還 元 を 経 営 の 重 要 施 策 と

考 え 、 一 方 で 技 術 革 新 に 対 応 す る た め の 内 部 留 保 充 実 に も 配 慮 し 、

収 益 状 況 に 応 じ た 配 当 を 実 施 し て い く こ と を 基 本 方 針 と し て お り ま

す 。 こ の 基 本 方 針 の 実 現 に 向 け て 、 業 績 向 上 へ の 努 力 を 続 け て ま い

り ま す 。  

 

３ ． 中 期 的 な 経 営 戦 略 と 経 営 目 標  

 当 企 業 グ ル ー プ は 、  

『 自 主 性 あ る 高 付 加 価 値 企 業 を め ざ そ う 』  

・ 地 球 環 境 に や さ し い 企 業 活 動 で 、 我 が 社 の 存 在 感 を 高 め よ う  

・ 全 社 員 が 営 業 意 識 を 持 っ て 行 動 し よ う  

を 基 本 理 念 と し て 、  

①  自 社 販 売 の 強 化  

②  委 託 部 門 に お け る 主 力 商 品 の 維 持 ･強 化  

③  商 品 開 発 力 の 強 化  

④  コ ス ト ダ ウ ン の 推 進  

と い う 4 項 目 を 基 本 的 な 行 動 方 針 と し て 、事 業 活 動 を 続 け て ま い り 、

昨 今 の 激 変 す る 事 業 環 境 に 対 応 し な が ら 、 さ ら な る 収 益 向 上 と そ の

維 持 ・ 継 続 に 努 め る 所 存 で あ り ま す 。  

 

 

 

― 連3 ― 



 

 

 ４ ． ｺｰ ﾎ ﾟ ﾚ ｰ ﾄ・ ｶ ﾞ ﾊ ﾞ ﾅ ﾝ ｽに 関 す る 基 本 的 な 考 え 方 及 び 施 策 の 実 施 状 況  

当 企 業 グ ル ー プ は 、 そ の 企 業 規 模 か ら 監 査 役 制 度 が 最 適 と 考 え て

お り 、 今 後 も こ の 制 度 を 維 持 す る 方 針 で あ り ま す 。  

経 営 上 の 最 高 意 思 決 定 機 関 で あ り 、 か つ 取 締 役 の 職 務 執 行 の 監 督

機 能 を 担 う 取 締 役 会 を 3 ヶ 月 に 1 回 以 上 開 催 し て 、主 要 事 項 を 審 議 、

決 定 し て お り 、 意 思 決 定 の 透 明 性 と 迅 速 性 及 び 職 務 の 執 行 、 監 督 の

徹 底 を 図 っ て お り ま す 。ま た 、各 部 門 の 業 務 進 捗 状 況 や 課 題 を 報 告 、

協 議 す る た め に 取 締 役 全 員 を 含 め た 部 門 責 任 者 に よ る 部 門 長 会 議 を

月 1 回 、 さ ら に 必 要 に 応 じ て 経 営 会 議 を 開 催 し 、 全 社 的 な 経 営 状 況

を 適 時 、 適 切 に 管 理 い た し て お り ま す 。  

監 査 役 は 取 締 役 会 に 出 席 す る の は も ち ろ ん の こ と 、 内 部 監 査 部 門

と 緊 密 な 連 携 を と り な が ら 、 経 営 状 況 全 般 を 把 握 し 、 監 査 役 と し て

の 役 割 を 果 た し て お り ま す 。  

― 連4 ― 



（ 3） 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  

 
１ ． 当 期 の 経 営 成 績  

 当 期 に お け る わ が 国 経 済 は 、 中 国 を 中 心 に し た ア ジ ア 経 済 の 好 調 、

米 国 景 気 の 堅 調 な 動 き を 背 景 に 、輸 出 の 増 加 、企 業 収 益 の 着 実 な 改 善 、

設 備 投 資 の 拡 大 な ど 、 景 気 回 復 の 兆 し が 見 え る よ う に な り ま し た 。 し

か し 後 半 に は 原 油 を は じ め と す る 国 際 的 な 原 料 市 況 の 高 騰 が 進 み 、年

金 問 題 な ど 国 民 生 活 の 将 来 展 望 が 開 け な い た め に 個 人 消 費 も 盛 り 上

が り を 欠 き 、 さ ら に デ ジ タ ル 製 品 の 需 給 調 整 、 為 替 の 円 高 傾 向 と 回 復

テ ン ポ が 踊 り 場 に さ し か か る こ と と な り ま し た 。  

 繊 維 業 界 に お き ま し て も 、生 産 基 地 の 海 外 移 転・進 出 が さ ら に 進 み 、

拡 大 が 期 待 し に く い 国 内 繊 維 市 場 で は 、技 術 レ ベ ル の 向 上 と 低 価 格 を

武 器 に し た ア ジ ア 諸 国 、特 に 中 国 製 品 の シ ェ ア は 高 ま る 一 方 で あ り ま

す 。 そ の た め 、 国 内 生 産 な ら で は の 独 自 企 画 に よ る 差 別 化 商 品 の 開 発

と 、 価 格 競 争 力 の 強 化 が 求 め ら れ る に も か か わ ら ず 、 一 方 で は 原 油 価

格 に よ る 燃 料 ・ 原 料 の 高 騰 、 天 候 不 順 に よ る 販 売 不 振 に 見 舞 わ れ る な

ど 、 厳 し い 環 境 に さ ら さ れ ま し た 。  

 こ の よ う な 情 勢 の も と 、 当 企 業 グ ル ー プ は 、 繊 維 資 材 分 野 の 拡 大 を

目 指 し て 、 生 産 ・ 開 発 ・ 販 売 を 一 体 化 さ せ 、 独 自 性 の 高 い 加 工 技 術 を

活 用 し た 商 品 開 発 と 販 売 促 進 に 努 力 い た し ま し た 。一 方 で 委 託 受 注 に

お け る 重 要 商 品 の 維 持 拡 大 に も 力 を 注 ぎ 、 ス パ ン デ ッ ク ス 編 物 、 交 織

裏 地 、 起 毛 商 品 で は 増 加 が 見 ら れ ま し た が 、 第 Ⅳ 四 半 期 に 入 っ て か ら

の 全 般 的 な 商 況 低 調 化 に よ っ て 、 苦 戦 を 強 い ら れ ま し た 。 生 産 部 門 で

は 、 燃 料 を は じ め と す る 諸 資 材 の 調 達 コ ス ト の 上 昇 が あ り ま し た が 、

地 道 な コ ス ト ダ ウ ン 活 動 、 仕 損 費 低 減 、 生 産 の 効 率 化 な ど に 取 り 組 み

ま し た 。 ま た 、 総 額 ４ 億 28 百 万 円 の 設 備 投 資 を 行 な い ま し た 。  

 そ の 結 果 、 当 連 結 会 計 期 間 の 業 績 に つ き ま し て は 、 連 結 売 上 高 93

億 4 7 百 万 円（ 前 年 同 期 比 1. 8％ 減 ）、経 常 利 益 3 億 98 百 万 円（ 前 年 同

期 比 57 . 2％ 増 ）、 当 期 純 利 益 1 億 71 百 万 円 （ 前 年 同 期 比 12 . 7％ 増 ）

と な り ま し た 。  

 

２ ． 当 期 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 状 況  

当 期 に お け る 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は 、 税 金 等 調 整 前 当

期 純 利 益 及 び 非 資 金 損 益 項 目 で あ る 減 価 償 却 費 等 に よ り 58 9 百 万 円 の

資 金 増 加 と な り ま し た 。  

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー は 、 有 形 固 定 資 産 の 取 得 及 び 従

業 員 貸 付 に よ る 支 払 い に よ り 68 2 百 万 円 の 資 金 減 少 と な り ま し た 。  

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー は 、長 期 借 入 金 の 借 入 に よ り 16 6

百 万 円 の 資 金 増 加 と な り ま し た 。  

 以 上 の 結 果 、現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 当 期 末 残 高 は 70 9 百 万 円 と な り 、

前 期 末 残 高 よ り も 73 百 万 円 増 加 し ま し た 。  

 

 

－ 連5 － 



(キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の 指 標 ) 

 平 成 1 3 年
3 月 期

平 成 14 年
3 月 期

平 成 15 年
3 月 期

平 成 16 年
3 月 期  

平 成 1 7 年
3 月 期

自 己 資 本 比 率 34 . 2 % 3 4 . 9 % 3 8 . 0 % 4 3 . 3 %  4 2 . 4 %

時 価 ベ ー ス の  
自 己 資 本 比 率  

8 . 9 % 8 . 2 % 1 2 . 8 % 2 4 . 2 %  3 2 . 7 %

(注 )  自 己 資 本 比 率  ：  自 己 資 本 ／ 総 資 産  

 時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 ：  株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  

 ※  各 指 標 は 、 い ず れ も 連 結 ベ ー ス の 財 務 数 値 に よ り 算 出 し て お り ま す 。  

 

３．次期の見通し 

 今 後 に つ き ま し て は 、 原 油 価 格 、 為 替 、 米 国 や 中 国 の 経 済 等 々 の 不

安 定 要 因 が あ り 、 業 種 間 、 企 業 間 の 競 争 は ま す ま す 厳 し く な る も の と

予 想 さ れ ま す 。そ こ で あ ら た め て 営 業 力 の 強 化 を 最 重 要 課 題 と し て 取

り 上 げ 、 一 方 で 従 来 ど お り の コ ス ト ダ ウ ン 、 仕 損 費 削 減 を 推 進 し 、 さ

ら な る 企 業 体 質 の 強 化 と 業 績 の 向 上 に 努 め て ま い り ま す 。  

平 成 18 年 度 3 月 期 の 業 績 見 通 し は 以 下 の と お り で あ り ま す 。  

売 上 高     9 , 4 5 0 百 万 円  

営 業 利 益        3 5 0  

経 常 利 益        4 0 0  

当 期 純 利 益      2 0 0  

な お 、平 成 18 年 3 月 期 の フ リ ー キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は 、連 結 当 期 純 利

益 20 0 百 万 円 に 減 価 償 却 費 42 0 百 万 円 を 加 え 62 0 百 万 円 と 予 想 い た し

て お り ま す 。 次 期 も 引 続 き 在 庫 削 減 や 売 掛 債 権 の 回 収 に 取 組 み 、 設 備

投 資 も 45 0 百 万 円 実 行 す る 計 画 で あ り ま す 。 資 金 需 要 の 発 生 時 期 に よ

っ て は 、 短 期 な い し は 長 期 資 金 の 借 入 に よ っ て 対 応 す る 予 定 で あ り ま

す 。  

 

＜ 業 績 等 の 見 通 し に 関 す る 注 意 事 項 ＞  

こ の 資 料 に 記 載 さ れ て お り ま す 業 績 等 の 見 通 し 数 字 に つ き ま し て は 、

現 時 点 で 得 ら れ た 情 報 に 基 づ い て 算 定 し て お り ま す が 、 多 分 に 不 確 定

な 要 素 を 含 ん で お り ま す 。 従 い ま し て 、 実 際 の 業 績 等 は 、 市 況 、 業 況

の 変 化 な ど に よ り 、 こ の 資 料 に 記 載 さ れ て い る も の よ り 大 き く 異 な る

場 合 が あ り ま す こ と を ご 承 知 お き く だ さ い 。   

－ 連6 － 



(4)-1  比較連結貸借対照表 
 

  
前連結会計年度 

(平成16年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  717,437  803,265

２ 受取手形及び売掛金  2,115,806  2,067,820

３ たな卸資産  394,407  564,337

４ 繰延税金資産  129,608  155,297

５ その他  145,397  138,612

貸倒引当金  △29,407  △30,494

流動資産合計  3,473,250 42.8  3,698,839 44.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物及び構築物 ※２ 4,361,222 4,383,112 

減価償却累計額  2,973,825 1,387,397 3,043,002 1,340,109

(2) 機械装置及び運搬具 ※２ 13,866,424 13,593,722 

減価償却累計額  12,556,548 1,309,875 12,342,687 1,251,035

(3) 土地 ※２ 229,239  210,300

(4) 建設仮勘定  4,468  121,673

(5) その他  191,596 194,072 

減価償却累計額  170,874 20,722 173,183 20,889

有形固定資産合計  2,951,703 36.4  2,944,008 35.5

２ 無形固定資産   

(1) ソフトウェア  17,233  13,122

(2) その他  2,442  1,508

無形固定資産合計  19,676 0.2  14,630 0.2

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※１ 1,128,353  1,038,167

(2) 長期従業員貸付金  ―  142,337

(3) 繰延税金資産  468,472  387,115

(4) その他 ※１ 65,144  66,302

投資その他の資産合計  1,661,970 20.6  1,633,923 19.7

固定資産合計  4,633,349 57.2  4,592,562 55.4

資産合計  8,106,600 100.0  8,291,401 100.0
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前連結会計年度 

(平成16年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金  1,310,650  1,483,779

２ 短期借入金 ※２ 232,008  241,360

３ 未払法人税等  17,635  45,038

４ 賞与引当金  59,027  44,672

５ その他  684,320  792,089

流動負債合計  2,303,641 28.4  2,606,939 31.4

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※２ 3,464  243,640

２ 退職給付引当金  2,121,979  1,756,617

３ 役員退職慰労引当金  110,466  112,411

４ 連結調整勘定  15,375  14,457

固定負債合計  2,251,286 27.8  2,127,126 25.7

負債合計  4,554,927 56.2  4,734,066 57.1

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  44,115 0.5  44,503 0.5

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  506,000 6.2  506,000 6.1

Ⅱ 資本剰余金  130,686 1.6  130,686 1.6

Ⅲ 利益剰余金  2,461,952 30.4  2,552,788 30.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  409,875 5.1  325,671 3.9

Ⅴ 自己株式 ※３ △958 △0.0  △2,315 △0.0

資本合計  3,507,557 43.3  3,512,831 42.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 8,106,600 100.0  8,291,401 100.0
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(４)-２  比較連結損益計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  9,522,434 100.0  9,347,699 100.0

Ⅱ 売上原価  8,561,381 89.9  8,189,798 87.6

売上総利益  961,052 10.1  1,157,901 12.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 809,046 8.5  868,642 9.3

営業利益  152,005 1.6  289,258 3.1

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  43 600 

２ 受取配当金  14,886 12,587 

３ 賃貸料  104,888 107,130 

４ その他の収益  45,541 165,360 1.7 45,270 165,588 1.8

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  3,637 2,819 

２ 賃貸費用  31,954 35,732 

３ 持分法による投資損失  8,660 877 

４ その他の費用  19,667 63,919 0.7 17,087 56,516 0.6

経常利益  253,447 2.6  398,331 4.3

Ⅵ 特別利益   

１ 投資有価証券売却益  15,649  

２ その他  1,019 16,669 0.2 51 51 0.0

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産処分損 ※２ 30,068 34,805 

２ 減損損失  ― 18,939 

３ 投資有価証券評価損  1,000 ― 

４ 役員退職金  ― 31,068 0.3 4,500 58,244 0.6

税金等調整前 
当期純利益 

 239,048 2.5  340,138 3.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 36,024 54,237 

法人税等調整額  48,311 84,336 0.9 113,177 167,414 1.8

少数株主利益  2,288 0.0  959 0.0

当期純利益  152,423 1.6  171,764 1.8
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(４)-３  比較連結剰余金計算書 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  130,686  130,686

Ⅱ 資本剰余金期末残高  130,686  130,686

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  2,359,918  2,461,952

Ⅱ 利益剰余金増加高   

当期純利益  152,423  171,764

Ⅲ 利益剰余金減少高   

配当金  50,389  80,928

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,461,952  2,552,788
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(4)-4  キャッシュ・フロー計算書
 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  239,048 340,138 

２ 減価償却費  414,521 373,352 

３ 持分法による投資損失(△利益)  8,660 877 

４ 投資有価証券売却損  △15,649 ― 

５ 投資有価証券評価損  1,000 ― 

６ 有形固定資産処分損  30,068 34,805 

７ 減損損失  ― 18,939 

８ 非資金損益項目(△利益)  30 △299 

９ 退職給付引当金の増減(△減)  △137,092 △365,361 

10 役員退職慰労引当金の増減(△減)  10,546 1,945 

11 賞与引当金の増減(△減)  16,491 △14,354 

12 貸倒引当金の増減(△減)  3,609 △312 

13 受取利息及び受取配当金  △14,930 △13,187 

14 支払利息  3,637 2,819 

15 売上債権の増減(△増)  436,721 47,985 

16 たな卸資産の増減(△増)  62,927 △169,929 

17 仕入債務の増減(△減)  △266,724 173,129 

18 その他営業資産の増減(△増)  △94,696 42,680 

19 その他営業負債の増減(△減)  △17,994 137,845 

小計  680,175 611,071 

20 利息及び配当金の受取額  14,930 13,187 

21 利息の支払額  △3,311 △2,838 

22 法人税等の支払額  △207,140 △32,111 

営業活動によるキャッシュ・フロー  484,653 589,309 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の純増減(△増)  △3,475 △12,474 

２ 投資有価証券の売却による収入  31,699 ― 

３ 投資有価証券の取得による支出  ― △53,790 

４ 有形固定資産の取得による支出  △435,360 △433,961 

５ 無形固定資産の取得による支出  ― △3,865 

６ 従業員貸付による支出  ― △186,850 

７ 従業員貸付の回収による収入  ― 8,691 

８ その他の投資にかかる支出  △15,955 △1,368 

９ その他の投資の回収による収入  9,559 990 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △413,532 △682,627 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増減(△減)  △15,000 △70,000 

２ 長期借入金の借入による収入  ― 355,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △129,008 △35,472 

４ 自己株式の純収支(△支出)  △304 △1,357 

５ 配当金の支払額  △50,959 △81,498 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △195,272 166,672 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額 
  (△減) 

 △124,152 73,353 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  760,221 636,069 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  636,069 709,422 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

「（1）企業集団の状況」に記載しているため省

略しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数 ４社 

主要な連結子会社の名称 

同左 

(2) 主要な非連結子会社名 

有限会社ソーコサービス 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は小規模会社であり、総資産

額、売上高、当期純損益及び利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影

響をおよぼしていないためであります。 

(2) 主要な非連結子会社名 

有限会社ソーコサービス 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の会社数及び会社名 

持分法を適用した関連会社数１社 

株式会社キョクソー 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の会社数及び会社名 

持分法を適用した関連会社数１社 

 株式会社キョクソー 

(2) 持分法を適用しない会社名及び理由 

有限会社ソーコサービス 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり重要性が

ないため、持分法の適用から除外しておりま

す。 

(2) 持分法を適用しない会社名及び理由 

 有限会社ソーコサービス 

持分法を適用しない理由 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日はすべて連結決算日と同一

であります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法によ

り算定している) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

主として移動平均法による原価法(但し、仕掛

品、製品は総平均法)によっております。 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物は定額法、建物以外は定率法によってお

ります。 

なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。 

②無形固定資産 
同左 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため将来の支給

見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基

づき当連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(９年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

③退職給付引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

提出会社の役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジによっております。 

為替予約については、振当処理を行っており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建売上債権 

③ヘッジ方針 

為替の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に

通貨に係るデリバティブ取引を行っておりま

す。 

実需に基づくものを対象としており、投機目

的のデリバティブ取引は行っておりません。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

③ヘッジ方針 

同左 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

(6) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面

時価評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定は、20年間で均等償却しておりま

す。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
(1) 利益処分又は損失処理の取扱い方法 

連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処
理に基づいております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
(1) 利益処分又は損失処理の取扱い方法 

同左 

(2) 連結剰余金計算書の作成の手続きについて特に
記載する必要があると認められる事項 
連結子会社の利益準備金については、株式取得

日以降に発生した連結持分を利益剰余金に含めて
おります。 

(2) 連結剰余金計算書の作成の手続きについて特に
記載する必要があると認められる事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範
囲 
手許現金、要求払預金、及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない短期的な投資からなっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

同左 

 

会計処理の変更 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 
 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）が平成

16年3月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸

表から適用できることになったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。 

 これにより税金等調整前当期純利益が18,939千円減

少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 
 

追加情報 

 (法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示方法) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年

法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度

から「法人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割

9,386千円については、販売費及び一般管理費とし

て処理しております。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

 投資有価証券(株式) 90,321千円

 投資その他の資産(その他) 3,000千円
 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

 投資有価証券(株式) 89,425千円

 投資その他の資産(その他) 3,000千円
 

※２ 担保資産 

 

 建物 376,762千円(帳簿価額)

 機械 142,815千円(帳簿価額)

 土地 42,532千円(帳簿価額)

計 562,110千円(帳簿価額)

は、短期借入金25,000千円の担保として、財団

抵当に供しております。 

 

※３ 自己株式の保有数 

連結会社及び関連会社(持分見合)が保有する連結

財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。 

普通株式 9千株
 

※３ 自己株式の保有数 

連結会社及び関連会社(持分見合)が保有する連結

財務諸表提出会社の株式の数は、以下のとおりで

あります。 

普通株式 15千株
 

 

(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料・賞与等 346,584千円

退職給付費用 39,579千円

役員退職慰労引当額 10,546千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給料・賞与等 325,218千円

退職給付費用 33,439千円

役員退職慰労引当額 6,555千円
 

  

※２ 固定資産処分損の主なものは、機械及び装置の廃

棄処分によるものであります。 

※２ 固定資産処分損の主なものは、機械及び装置の廃

棄処分によるものであります。 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 717,437千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △81,368千円

現金及び現金同等物 636,069千円
 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 803,265千円

預入期間が３か月を越える定期預金 △93,843千円

現金及び現金同等物 709,422千円
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(リース取引関係) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

6,756 6,305 450

工具器具備品 22,023 11,124 10,898

無形固定資産 8,316 5,867 2,448

合計 37,095 23,297 13,797

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 14,166 7,083 7,083

無形固定資産 5,238 4,452 785

合計 19,404 11,535 7,868

 

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 
 

 (注) 同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,928千円

１年超 7,868千円

合計 13,797千円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,618千円

１年超 4,249千円

合計 7,868千円

 (注) 同左 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

(1) 支払リース料 7,157千円

(2) 減価償却費相当額 7,157千円
  

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

(1) 支払リース料 5,478千円

(2) 減価償却費相当額 5,478千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 
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(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

区分 
取得原価 

(千円) 

貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

貸借対照表 
計上額 
(千円) 

差額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

株式 

 
 

319,140 1,009,345 690,205 319,140

 
 

860,292 541,151

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

株式 

 
 

6,830 5,266 △1,563 6,830

 
 

5,240 △1,589

合計 325,970 1,014,612 688,641 325,970 865,532 539,561

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 

区分 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

売却額(千円) 31,699 － 

売却益の合計額(千円) 15,649 － 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 

区分 
前連結会計年度 

(平成16年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
(千円) 

113,741 172,634

 

(関連当事者との取引) 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合
(％) 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

法人 
主要 
株主 

旭化成せ
んい㈱ 

大阪市 
北区 

3,000 
各種繊維の
製造加工・
販売 

直接  18.7
名

なし 
繊維品の
染色加工

染色加工他 1,431,519 売掛金 91,541

(注)  染色加工については、委託加工で加工価格を交渉の上決定しております。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項は、ありません。 

 

３ 子会社等 

該当事項は、ありません。 

 

４ 兄弟会社等 

該当事項は、ありません。 
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当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 

関係内容 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合
(％) 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

法人 
主要 
株主 

旭化成せ
んい㈱ 

大阪市 
北区 

3,000 
各種繊維の
製造加工・
販売 

直接  18.7
名

なし 
繊維品の
染色加工

染色加工他 1,538,639 売掛金 85,079

(注)  染色加工については、委託加工で加工価格を交渉の上決定しております。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項は、ありません。 

 

３ 子会社等 

該当事項は、ありません。 

 

４ 兄弟会社等 

該当事項は、ありません。 

 

 

(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成16

年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「繊維

事業」の割合がいずれも90％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成16

年４月１日 至 平成17年３月31日) 

在外子会社及び重要な在外支店がない為、記載を省略しています。 

 

３ 海外売上高 

前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成16

年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(デリバティブ取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為

替予約取引であります。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容 

      同左 

 (2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

 (2) 取引に対する取組方針 

      同左 

 (3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、外貨建金銭債権の為替変動

リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的

で、利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建売上債権 

ヘッジ方針…為替の相場変動に伴うリスクの軽減

を目的に通貨に係るデリバティブ取

引を行っております。 

実需に基づくものを対象としてお

り、投機目的のデリバティブ取引は

行っておりません。 

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断し

ております。 

 (3) 取引の利用目的 

      同左 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引等は為替相場の変動によるリスクを

有しております。 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

      同左 

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、

総務部が決裁担当者の承認を得て行っております。
 

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

      同左 

２ 取引の時価等に関する事項 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連

の為替予約取引のみであります。これについては、ヘ

ッジ会計を適用しており、取引の時価等に関する事項

について記載を省略いたします。 

２ 取引の時価等に関する事項 

      同左 
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(退職給付関係) 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度、退職一時金制度を設けて

おります。 

  当連結会計年度末現在、連結会社のうち３社が退

職一時金制度及び適格退職金制度を併用してお

り、２社が退職一時金制度を有しております。 
 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度、退職一時金制度を設けて

おります。 

  当連結会計年度末現在、連結会社のうち３社が退

職一時金制度及び適格退職金制度を併用してお

り、２社が退職一時金制度を有しております。 
 

２ 退職給付債務に関する事項(平成16年３月31日) 

① 退職給付債務 △2,900,777千円

② 年金資産 736,979千円

③ 小計(①+②) △2,163,797千円

④ 未認識数理計算上の差異 41,817千円

⑤ 退職給付引当金 △2,121,979千円

  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 
 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

① 退職給付債務 △2,448,421千円

② 年金資産 670,928千円

③ 小計(①+②) △1,777,492千円

④ 未認識数理計算上の差異 20,874千円

⑤ 退職給付引当金 △1,756,617千円

  (注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 
 

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

① 勤務費用 116,858千円

② 利息費用 67,046千円

③ 期待運用収益 △545千円

④ 数理計算上の差異の 

  費用処理額 
12,096千円

⑤ 退職給付費用(①+②+③+④) 195,456千円

  (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

  (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

① 勤務費用 110,288千円

② 利息費用 64,558千円

③ 期待運用収益 △650千円

④ 数理計算上の差異の 

  費用処理額 
7,419千円

⑤ 退職給付費用(①+②+③+④) 181,615千円

  (注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、①勤務費用に計上しております。 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の 

  期間配分方法 
期間定額基準

② 割引率 2.5％ 

③ 期待運用収益率 0.1％ 

④ 数理計算上の差異の 

  処理年数 
９年 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の 

  期間配分方法 
期間定額基準

② 割引率 2.5％ 

③ 期待運用収益率 0.1％ 

④ 数理計算上の差異の 

  処理年数 
９年 
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(税効果会計関係) 

 

前連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 千円 

 繰越欠損金 11,201 

 賞与引当金 126,520 

 未払事業税 826 

 退職給付引当金 831,693 

 役員退職慰労引当金 44,628 

 会員権評価損 3,774 

 その他 47,192 

 繰延税金資産小計 1,065,838 

 評価性引当額 △19,757 

 繰延税金資産合計 1,046,081 

  

  

(繰延税金負債)  

 固定資産圧縮積立金 △158,214 

 特別償却準備金 △4,811 

 その他有価証券評価差額金 △278,562 

 その他 △6,411 

 繰延税金負債合計 △448,000 

 繰延税金資産の純額 598,080 
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産) 千円 

 繰越欠損金 17,583 

 未払賞与等・賞与引当金 112,277 

 未払事業税 4,500 

 退職給付引当金 687,969 

 役員退職慰労引当金 45,414 

 会員権評価損 3,507 

 その他 86,977 

 繰延税金資産小計 958,230 

 評価性引当額 △42,219 

 繰延税金資産合計 916,010 

  

  

(繰延税金負債)  

 固定資産圧縮積立金 △148,813 

 特別償却準備金 △3,608 

 その他有価証券評価差額金 △221,174 

 繰延税金負債合計 △373,596 

 繰延税金資産の純額 542,413 
 
 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳 

 ％ 

法定実効税率 41.7 

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない 
 項目 

3.5 

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.2 

 住民税均等割等 0.7 

 実効税率変更による影響 1.5 

 評価性引当増減額 △7.5 

 その他 △3.4 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.3 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との差異

の原因となった主な項目別の内訳 

 ％ 

法定実効税率 40.4 

 (調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない 
 項目 

2.8 

 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 

△1.1 

 住民税均等割等 0.5 

 評価性引当増減額 4.8 

 その他 1.8 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.2 
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　品種別

△ 6.4 ％

△ 10.0

0.4

△ 5.8
（注） 製品販売部門の加工数量を加えております。

　品種別
% %

△ 10.7 11.2

△ 3.4 △ 9.8

11.4 27.1

0.2 9.6

（注）  1．金額は、製品販売部門の加工料相当分を加えております。

 2．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　部　門 品種別

△ 10.1 ％

△ 11.6

5.8

△ 0.1

  そ   の   他 7.0

△ 1.8

（

）

）

（単位：千円）

前年同期比

当連結会計年度
自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

64,560

144,290

期   別

加工部門 （単位：千ｍ）

当連結会計年度

合         計

織   物
16,996

16,061

61,897

28,840

編 物

前年同期比
（

化   繊

合   繊

自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

）

219,002

（単位：千円）

編   物

合         計

2,216,752

1,806,242

3,369,868

7,392,862

（

前年同期比

427,852

期   別

化   繊

合   繊

自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

当連結会計年度

受 注 残 高前年同期比受 注 高

合        計

織   物
化  繊

合  繊

編   物 3,098,805

委託加工部門

製品販売部門 2,455,447

576,212

9,347,699

( ５)　生産、受注及び販売の状況
(5)-1 生産部門

(5)-3 販売実績

(5)-2 受注状況

織   物

期   別

2,107,711

1,109,525

－連22(完)-




